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 平成３０年豪雨での甚大な被害からの復興にむけて国、県、市町が協働し「つなごう肱川プロジェクト」

を実施している。ハード面では、堤防整備、ダム操作の検討、河床掘削等が実施され、ソフト面では、各機

関の情報伝達の徹底、住民の防災意識向上に向けての対策に取り組んでいる。肱川水系の浸水被害に対する

対策を進める中で、地域の理解が必要不可欠である。そこで、事業の進捗状況等の見える化を図ることで事

業の理解促進につなげるため、若手職員、女性職員を中心に広報チーム「Rising肱川」を発足させた。広

報活動から得られた定量的データを元に、成果及び効果を報告する。 
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１．はじめに 

 肱川水系では平成３０年の豪雨を機に「肱川緊急

治水対策（ハード対策）」と「肱川の減災に係る取

り組み（ソフト対策）」が一体となった「つなごう

肱川プロジェクト」を実施しており、地域住民の関

心も高まっている。この取り組みを幅広い理解につ

なげていくために、肱川流域事務所の若手職員が中

心となり広報チームを始動させた。 

 図－１のとおり、広報チームは流域住民やマスコ

ミに対しての、見学会、説明会、出前講座などを行

っている。 

 本稿では、事業の見える化を図るための広報活動

実績とその活動を通して得ることの出来た成果につ

いて報告する。 
 

 
２．広報活動の内容 

 広報活動は今までにも様々な事務所で取り組まれ

ている。また、SNS の普及に沿って、各事務所でも

工夫をしながら広報に取り組み、公共事業に対する

理解や取り組みの周知に努めてきた。 

その中で実際に誰に情報が届いているのか、何人

が情報を見たのかを確認することができていないな

ど、広報を通しての成果が見えにくいことが課題で

あった。 

 肱川流域事務所では幅広い周知と理解に繋げるた

めに、下記の三つの取り組みを行なった上で、SNS

やマスメディアを活用したことから得られる定量的

データを元に、HP へのアクセス数の分析を行なっ

た。 
 
 
１）マスメディアの活用 

  一つ目の取り組みは、マスメディアの活用であ

る。マスメディアの選定には、認知度や実績を判

断し、決定した。 

  テレビ番組では、県内で視聴率首位のテレビ局

を選定し、ミニ番組「つなごう肱川〜上流から下

流まで・未来へ・子供達へ〜」を撮影し、定期的

に放送した。図－２はテレビ番組の放送の様子で

ある。 

  ラジオ番組では、流域事務所の若手職員中心に

約２０名が番組作成に携わり、それぞれが設定し

たテーマで現場の進捗状況や説明を行い、治水事

業に対する理解を促進した。 

  さらに、記者発表を積極的に行うことで、マス

メディアとの連携を図り、情報発信の機会を増や

すとともに、記者向けの現場説明会を開催するこ

とで、事業に対する理解を得ることができた。 

 

 

図－１ 広報チームの取り組み 

図－２ テレビ番組 



２） SNSを活用した情報発信 

事業の理解を促進させるための二つ目の取り組

みは、イベントごとに SNS を活用し情報発信をし

たことである。ここでの SNS は主にツイッターの

ことを言う。 

つなごう肱川プロジェクトは「ハード対策」と

「ソフト対策」からなり、急速に対策が強化され

る。各対策がスムーズに進むためには地域の協力

と住民の理解が必要不可欠であり、リアルタイム

で情報を伝える必要がある。 

リアルタイムで情報を伝える方法として、既存

の事務所アカウントに加え、図－３のような、

「つなごう肱川プロジェクト」の専用アカウント

を作成し、情報発信を図った。ハード対策であれ

ば、工事の進捗状況、ソフト対策であれば防災教

育や関係機関との会議の様子を月１５件ほどを目

処に投稿している。また、他事務所の情報もリツ

イートをすることで、フォロワーが肱川全体の情

報を得られるようにするなどの工夫もしている。 

また、それに伴い、テレビ番組を 15 秒ほどの

短編動画に再編集し、YouTube の広告として配信

し、その動画をクリックすると事務所 HP 内の

「つなごう肱川ポータルサイト」へ遷移するよ

うな仕組みづくりを行なった。 
 

 
 
 ３）住民目線の広報を意識 

そして三つ目の取り組みは、住民目線を意識

し伝わりやすい表現を使うことである。事業の

理解をさらに深めるためには、伝わりにくい表

現をできるだけ伝わりやすい表現へと変換する

ことが大切である。分かりやすい表現とはどの

ようなものかについては、表－１に示す。老若

男女誰が聞いても意味が伝わるように、テレビ

番組、ラジオ放送では、事前に放送局の担当者

に伝わりにくいと思われる表現を指摘してもら

うなど、客観的視点を取り入れることにした。

また、SNS 等への投稿の際にも、職員が日頃使う

業界用語のようなものは極力使用せず、端的

に、短い文章で投稿し続けた。 

 
 

３.広報活動の成果 

 広報の課題として、成果が見えにくく、定量的な

成果を得ることにつながっていないことを前項で述

べた。課題の解決のために、テレビ番組、ラジオ放

送、SNS 投稿における定量的データを分析すること

にした。本項では、取り組みごとの成果を紹介す

る。 
 
１） テレビ番組の成果 

テレビ番組の成果指標は視聴率と視聴世帯数で

ある。番組の放送実績としては、本編 2 分半から

3 分程度で、月１回の放送を６ヶ月間行なった。

年末、年度末の２回の総集編を加えると全８回が

放送された。表－２はテレビ番組の放送実績であ

る。日曜日の 21:50〜22:00 の放送枠ということ

もあり、全放送を通じて、世帯視聴率 13.9%、個

人視聴率 8.0%が最高視聴率であった。また、延

べ想定視聴世帯数は推定 424,963 世帯であり、広

範囲に渡り情報発信ができた。 
 

 
 
 ２）ラジオ番組の成果 

ラジオ番組はリアルタイムで視聴したユーザ

ーと「Radiko アプリ」（ラジコ＝ラジオをスマホ

やパソコンで聴くことのできるサービス。）で一

週間以内に聴取したユーザー数の合計数をカウ

ントして、定量的データを取得した。ラジオの

放送は、夕方の人気番組の中の放送枠 4分で、10

月から 3 月にかけて全 26回の放送を行なった。   

アカウント作成 
情報発信 

図－３ 専用アカウント作成 

表－１用語説明一覧 

表－２ テレビ番組放送実績 



その結果、総視聴数は 4,199人であった。ラジ

コ以外の媒体で聞いているリスナーも多く、こ

れ以上の人数へ情報発信が出来たことが想定さ

れる。 
 

３）SNS（広告）における成果 

SNS における、広告を活用することで情報の拡

散力を増加させ、肱川流域だけでなく、県内全域

へと拡散範囲を高域に広げることができた。掲載

メディアは主に Twitter と YouTube である。期間

は令和 2 年 10 月から令和３年 3 月ごろで、テレ

ビ放送の番組を 15 秒ほどに編集し放送翌日から

一週間、愛媛県内のユーザーに動画広告として配

信をした。また、短編動画を見てクリックする

と、つなごう肱川ポータルサイトにアクセスし、

改めてテレビ放送の一部を視聴していただくこと

により理解を促した。 

  YouTube の動画総配信回数は、表－6 に示す通

り、848,492 回でその中で実際に視聴された回数

が 337,627 回であった。さらに、動画をクリック

し、ポータルサイトへアクセスした総回数は

1,096 回であった。 

  Twitter の動画配信回数は、表－7 のとおり

で、1,810,861 回で、実際にクリックしポータル

サイトへアクセスした回数が 2,169 回であった。

Twitter にはいいねやリツイート、返信機能があ

り様々な人が投稿に対しての関心を示してくれる

仕組みになっている。投稿に対して上記のような

行動を示したことをエンゲージメントと言うが、

今回の動画配信におけるそれは、10,784 回であ

った。 

  上記のような定量的データを見てもわかるよう

に、多くの世帯、個人に情報が届き、多くの人

が何らかの反応を示してくれたことがこの結果

を通じて明らかになった。 

   

 
 
 
４）広報活動がもたらした波及効果 

  H30 年豪雨を機に発足した「つなごう肱川プロ

ジェクト」の見える化を行うために肱川流域事務

所では広報活動を積極的に始動させた。あらゆる

工夫を凝らし、広報活動を継続的に行なってき

た。SNS の活用及びマスメディアの活用から得ら

れた、定量的データを集約するなかで、様々な効

果が見られた。 

  広報活動による効果を示すために、HP の閲覧

数を調査した。広報活動の中で、テレビ、ラジ

オ、広告の掲載を実施した期間は、令和２年１０

月から令和３年３月までである。その期間の前後

で HP のアクセス数へ影響があったものを紹介す

る。 

効果が大きく見られたのはつなごう肱川ポー

タルサイトとかわまちづくり HP のアクセス数で

あった。 

  つなごう肱川ポータルサイトでは、令和２年 6

月に開設し、事業の見える化を図るためのサイト

で、過去のテレビ放送を掲載したり、工事の進捗

をドローンで撮影した映像を掲載している。この

ポータルサイトへのアクセス数は図－４に示され

ており、テレビ放送やラジオ放送を開始する以前

で、二桁代のアクセス数であった。しかし、マス

メディアの活用をした、１０月以降１０００回を

上回るなど徐々にアクセス数が増え、この期間の

最高で２月の 8,385 回であった。これは、広報活

動の中で、「つなごう肱川プロジェクト」のフレ

ーズが周知され、それを認知した人がポータルサ

イトを検索することでアクセス数の増加につなが

っていると考えられる。 

 

  図－5にはかまわちづくり HPのアクセス数の遷

移を現した。ポータルサイトと同じく令和２年 6

月ごろに開設し、かわまちづくりの進捗情報、イ

ベントの案内等を行なっている。この HP もつな

ごう肱川ポータルサイトと同じく広報活動の本格

化の影響を受けて、アクセス数の増加につながっ

ていると考えられる。 

表－6 YouTube 広告のデータ  

表－7 twitter 広告のデータ  

図－4 ホームページアクセス数（１）  

図－５ ホームページアクセス数（２）  



これまで、広報活動の取り組みから HP 等への

効果を見てきたが、テレビ放送やラジオ放送が

終了した３月以降の認知度はどのように変異し

ているのかについても着目してみる。 

  ３月以降もアクセス数に伸びがあったのは、つ

なごう肱川ポータルサイトであった。広報活動の

中で、テレビ放送、ラジオ放送を取り入れる１０

月以前の数字には戻ることはなく、１０００回〜

２０００回のアクセス数を保ち続けていることが

わかった。それは、広報活動によって「つなごう

肱川プロジェクト」の情報が拡散され、多くの人

の興味と関心に繋がったからではないかと考え

る。 

またポータルサイトに掲載中の過去のテレビ

番組の再生数に着目してみると図－６のように

なる。グラフを見るとリアルタイムで放送され

ている時も、放送終了後の 4月以降も動画再生数

に伸びがあることがわかる。 

  テレビ放送のデータを見る中で、テレビ番組の

配信が延べ 424,963 世帯へ届いたことが分かった

が、それは、リアルタイムで視聴したとされる数

字で、実際見ていない人もいる。しかし、このポ

ータルサイトの動画を再生しにアクセスした人

は、約 40 万世帯の中でも事業に関心がある人た

ちと思われる。テレビ放送が終了した現在も再生

数に伸びがあり、継続して視聴する人が多くいる

ことが明らかになったとともに、現在でも過去の

映像が多くの人へ情報を届け、認知されて続けて

いることがわかった。 

 

 
 
４.まとめと今後の展開 

 肱川流域事務所では広報活動を通して、「つなご

う肱川プロジェクト」に対しての理解を深め、激特

事業・ダム関連事業、その組織体制、かわまちづく

りへの取り組みなど、幅広く治水事業に対する理解

を深め、ひいては水防災意識を高めていくことに力

を注いできた。 

 若手職員を中心に、あらゆる思考を凝らし、住民

目線で伝わる広報について考えてきた。事業はハー

ド対策、ソフト対策と多岐にわたり、職員の負担等

も心配されたが、単発とならないよう複数回にわた

り継続的に広報活動に取り組むことができた。 

 その結果、多様な機関との連帯感を生み、肱川流

域の住民だけでなく、様々なツールを駆使すること

で、肱川流域だけではなく、県内外の多くの人へ情

報を届けることができるようになった。 

 また、広報活動に取り組むだけではなく定量的デ

ータを把握し、HP 等への影響について追及するこ

とで、この事業の認知度や拡散力を図ることができ

担当者のモチベーションアップにも繋がった。この

成果からわかるように、本稿では広報活動をするこ

との価値や意義を再確認することができた。 

 今回の成果を受けて、今後どのように広報活動を

行っていくのかについて考えて行かなければならな

い。 

その中で幾つか可能性があるとするなら、建設業

においての若手不足の解消である。建設業の課題の

１つとして、若手不足が挙げられる。地元建設業協

会主催の魅力体験イベント等を通じて、建設業の魅

力を見て、感じてもらうと供に、持続的な情報発信

から建設業のイメージアップ・若手不足の解消につ

なげていきたい。 

さらに、今回の成果の中でつなごう肱川ポータル

サイトへのアクセス数が多かったことを受けて、防

災情報等を上記のようなサイトにまとめることで、

災害時に見てくれる人が増えるのではないかという

可能性も見えてきた。  
 
 
５．おわりに 

本稿では、平成 30 年７月豪雨を受けて始動した

肱川緊急治水対策についての広報活動の取り組みの

成果を報告するとともに定量的データを用いて、認

知度の向上や拡散力を明らかにすることができた。     

今後復興に向けて事業が急速に進む中、地元から

期待され、全国から注目される。国土交通省、県、

市が行う事業やその取り組みについて、広く情報発

信をすることが今後重要と考える。今後とも「つな

ごう肱川」をスローガンに、肱川流域が一体となっ

て治水対策を進め、若手職員が中心となって、住民

目線の広報活動を目指していかなければならない。 
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図－６ ポータルサイト内動画再生数  


